
１． はじめに

（１） 本稿の概要

本稿の目的は，企業の中央研究所に所属する研究開発活動従事者（R&D

personnel：以下，研究開発者と表記する）が，研究開発に従事する上で何を重

視しているのか，すなわち研究開発者がどのような志向性をもっているのかを

明らかにし，それが研究開発成果にどのような影響を与えるのかを探索的・実

証的に明らかにすることにある。具体的には，A 社の中央研究所の研究開発

者に対して質問票調査を実施し，研究開発者のもつ志向性の次元と，志向性の

高低と成果との関係を調査・分析した。その結果，研究開発者の志向性には

「知識拡大・真理追究志向」「企業評価志向」「社会改善志向」の３つの次元が

存在し，それぞれの志向性の強さが研究開発成果に異なる影響を与えることが

明らかになった。

志向性（指向性と書く場合もある）は「orientation」の訳語で，意識の向か

う先や方向付けなどを意味する概念である１）。一般的には，「個人の意思決定

や行動を一定の方向に収束させる個人の価値観や考え方」と理解すればよい。

個人の意思決定や行動，そしてそれらの帰結としての成果は様々な要因によっ
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て規定されると考えられるが，タスクが個人で遂行される程度の高い状況にお

いては，個人の志向性がそれらに大きな影響を与えると考えられる。研究開発

活動は，企業内活動のひとつとして捉えた場合に他の職種よりも個人に依存す

る程度が高いために，志向性の影響力も大きいと推察される。しかしながら，

研究開発者の志向性と成果の関係性を探索する実証的な研究はほとんど無い。

本稿の貢献の一つは，この学術的空白を埋めることにある。

また，民間企業に所属する基礎研究従事者を分析することも貢献の一つであ

る。筆者らがレビューする限りにおいて，民間の基礎研究従事者を対象とした

実証的研究は多いとはいえない。民間企業にとっては基礎研究従事者ひとりひ

とりの生産性は企業の現在や将来の業績に大きな影響を及ぼすと考えられるが，

その実態の理解が進んでいないのが実情である。本稿は，この点において実践

的にも価値があるだろう。

（２） 研究開発マネジメント研究の概況

研究開発がもたらす知識や技術などの経営資源は，企業にとって重要である。

この前提のもと，研究開発マネジメント研究は，研究開発成果につながる要因

をさまざまな視点・分析レベルから明らかにしてきた２）。分析の対象は，研究

開発活動や研究開発組織，そして研究開発従事者などである。

分析対象のレベルに注目すると，研究開発マネジメント研究は，①集合レベ

ル：国・地域・産業などの全体的視点から研究開発に注目，②企業レベル：親

組織と研究所の関係性や企業と外部研究機関の連携などに注目，③集団レベ

ル：研究開発組織内のユニット・プロジェクトなどを分析，④個人レベル：研

究開発従事者・技術開発従事者などを分析，の４つに大別することができる。

① 集合レベルの研究は，国・地域・産業など大規模なレベルから研究開発

をとらえ，どのようにそれをマネジメントすべきかを探索するものである。

大学や研究所などの公的研究機関のありかたや民間研究開発活動への公的

支援（例えば David, Hall and Toole (2000) を参照）などが，経済学と深く

関連しながら数多く研究されてきている。

② 企業レベルの研究は，企業が研究開発をどのようにマネジメントするか

を探索する研究である。企業が取り組む研究開発は，より市場に近い「応

２） RAMDA Website “History of R&D management −and key themes”,

http://www.radma.ltd.uk/history−of−rd（２０１５／０９／０２閲覧）
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用研究（製品開発・技術開発）」と，より市場に遠い「基礎研究」に二分

することができる。「応用研究」に関連する研究領域では新製品開発が大

きな研究潮流を構成しており，マーケティング論（例えば Van Kleef, Trijp

and Luning (2005) を参照）や組織間関係論（例えば，サプライ・チェーン

・マネジメントを議論した Petersen, Handfield and Ragatz (2003)，ユーザ

ー・イノベーションを議論した Füller, Bartl, Ernst and Mühlbacher (2006)

などがある）と学際的に関わる，非常に実り多い領域となっている。また，

「基礎研究」に関する研究はそれと比べると少ないが，例えば Rosenbloom

and Spencer (1996) など，企業が基礎研究とどう向き合うかを経営戦略の

観点から論じる研究も存在する。

③ 集団レベルの分析も，数多くの理論的・実証的研究が積み重ねられてき

ている。例えば，研究チームの多様性 (Reagans and Zucerman, 2001)，コ

ミュニケーション (Griffin and Hauser, 1992)，リーダーシップ (Stoker,

Looise, Fisscher and Jong, 2001) などチームやユニットに注目する研究は，

心理学の分析手法に立脚した実証研究が数多く蓄積されてきている。ある

いは，研究開発活動の生産性 (productivity) に関する理論的・実証的な探

索も盛んである（例えば Scott and Bruce (1994) など）。

（３） 個人レベルの研究の概況

一方，①～③の各レベルで多くの研究蓄積があることと比べると，④個人レ

ベルの研究は少ないのが実情である（三崎，2004）。研究開発マネジメントに

おける個人レベルの研究が少ない理由は推察するしかないが，研究開発プロジ

ェクトの主たる単位がチームやユニットであることや，成果に対する個人の貢

献が理解しにくいことなどがあげられるだろう。

もちろん，個人レベルの研究が全く存在しないわけではない。例えば，顕著

な実績を挙げた「スター研究開発者」に注目し，その背景を考察する研究が存

在する (Allen, 1977; Allen and Cohen, 1969)。そこでは，内部と外部の双方に密

なつながりをもつ「ゲートキーパー」と呼ばれる個人が，開発プロジェクト内

の情報の流れを促していることが明らかにされている。

一般的な研究開発者個人（たち）に注目した研究としては，インセンティブ

を扱った実証研究が厚く蓄積されてきている。例えば Honig-Haftel and Martin

(1993) や Onishi (2013)，長岡・大湾・大西 (2014) は，それぞれ多数の研究開
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発者を対象に実証分析を行い，金銭的インセンティブが研究開発成果に正の影

響を与えることを明らかにした。あるいは Tampoe (1993) は，企業が提供する

インセンティブを非金銭的インセンティブ―成長機会や自立性―と金銭的イン

センティブに区別して実証分析を行った結果として，研究開発者たちは非金銭

的インセンティブをより重視すると報告している。

また，研究開発には創造性が重要であるという前提に立ち（例えば Chen and

Kaufmann (2008) など），研究開発者個人の創造性に影響を与える要因を探索

する研究も盛んである。中でも注目されているのは，内発的モチベーションで

ある。内発的モチベーションはさまざまなメカニズムを経て，意欲的で挑戦的

な取り組みに研究開発者を深くコミットさせることで創造性を高めると考えら

れるからである（例えば Amabile, Barsade, Mueller and Staw (2005) など）。

このように研究開発者個人を対象とした研究も蓄積されてきているものの，

空白はまだ多く残されている。例えば，行動やモチベーションの先行変数とし

て理解される志向性について，研究開発者個人に限定しなければ蓄積されてい

るものの（例えば Kumar and Aggarwal (2005) など），研究開発者個人を対象と

した研究は多くはない。数少ない研究である Alavi, Moteabbed and Arasti

(2012) は，イランのソフトウェア会社に勤務する４９人の技術者を対象にキャ

リア志向性を探索的に調査し，技術・組織・企業・プロジェクト・ハイブリッ

ド（複数）の５種類のキャリア志向性が存在することを明らかにしている。

このように志向性の違いが存在することを明らかにした実証研究はそれなり

に存在するものの，志向性の違いが行動や成果にどのような影響を及ぼすかを

検討した研究は，一つの研究潮流を成すほどには蓄積されていないのが現状で

ある。研究開発者という，個人の行動がより成果に強く結びついている職種に

おいて，行動や成果の先行要因として重要である志向性そのものや志向性とそ

の他の概念の間の関係性について，私たちはまだ多くを理解していないのであ

る。

２． 先行研究の整理

（１） 志向性に関する研究

Gouldner (1957, 1958) の研究以降，研究開発者が研究開発活動に対して異な

る志向性をもつことは，いくつかの研究が指摘してきた（Kornhauser, 1962；
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太田，1993；金井，1991；三崎，2004）。「志向性」という概念に広く合意を

得た定義は存在しないが，先述のように，「個人の行動を一定の方向に収束さ

せる個人の価値観や考え方」と一般には理解できる。例えば，Dweck (1986)

が提唱した「目標志向性 (goal orientation)」という概念は，「目標達成を目指す

状況下において，自身の能力の開発や活用を方向づける個人の特性」と理解さ

れている (VandeWalle, 1997）。本稿でも，「研究開発者が研究開発を行うにあ

たって何を重視するか」と，やや広く定義して議論を進めていく。

研究開発者の志向性を扱った既存研究は，研究開発者の二面性――科学技術

の専門家としての側面と，企業に勤める企業人としての側面――に注目し

(Gouldner, 1957, 1958)，そのジレンマや葛藤を問題の背景とするものが多い。

専門職として彼らに求められている役割は，専門家としての能力の発揮や科学

的原理の追究である。その一方で，企業は彼らに組織への貢献や効率向上を要

求する。これらは必ずしも一致するものではなくしばしば矛盾する。

例えば，Allen and Katz (1986) は，研究開発者が「組織的報酬（昇進）」と

「技術的報酬（より技術的に興味深いプロジェクトへの参加）」のどちらを重視

する志向性を有しているか，１，５００人を対象に調査した結果，若年の研究開発

者は組織的報酬を求める傾向にあるが，年齢とともに技術的報酬を求める比率

が高まることを明らかにしている。

あるいは太田 (1993) は，研究者や服飾デザイナー，情報処理技術者などの

専門職３７８名を対象に，プロフェッショナルのもつ価値観を分析し，専門職の

もつ目的や価値観が２種類存在することを指摘している。一つは，専門家とし

て能力を発揮して専門仲間に評価されることを望む「専門分野における活躍と

そのための条件」というものであり，もう一つは会社のために貢献して社内で

高い地位と承認を得る「組織内での活躍」というものである。

また，三崎 (2004) は，電機産業の技術系従業員などを対象に，研究開発者

が専門家組織と企業組織のそれぞれにどの程度の忠誠心をもつかという点に注

目し，研究者のもつ志向性を明らかにしている。そこでは，専門家社会に高い

ロイヤリティを示し，専門家としての価値や専門家社会での評価を重視する

「ローカル志向」と，所属組織に高いロイヤリティを示し，組織目標の達成や

組織との一体感を重視する「コスモポリタン志向」が存在することが示されて

いる。
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（２） 既存研究の問題点と本稿の位置づけ

このように，研究開発者個人の志向性に注目する既存研究では，「専門家」

と「企業人」という二つの対立軸に沿って研究が展開されてきた。この方向性

に基づく研究は状況を越えて再現性の高い結果をもたらしているために信頼性

は高いかもしれないが，２つの問題点を指摘できる。ひとつは，研究開発者個

人の志向性について概念的合意が得られていない点である。志向性について

「専門家志向」と「企業志向」が存在する点は多くの研究で指摘されているが，

その関係性については，それぞれを両極端に持つ単一次元であるととらえる研

究 (Kornhauser, 1962) もあれば，それぞれ別の次元であるとする指摘も存在す

る（鈴木，2000；三崎，2004）。また，志向性の次元が３つ以上存在するとい

う指摘もある (Alavi, Moteabbed and Arasti, 2012)。

より重要な問題としては，志向性が行動や成果にどのような影響をあたえる

かが十分に考察されていない点が指摘できる。既存研究では，研究開発者の志

向性が異なることは指摘しており，それにともなって有効なインセンティブが

異なることも示唆されているが，志向性の違いがどのような意味を持つのかに

ついては深い検討がなされていないのである。いわゆる「目標志向性」の議論

では志向性の違いが目標設定の違いに現れると議論されているから

(VandeWalle, 1997)，研究開発者の志向性も何らかの行動の違いを産み出し，

それが成果のパターンに違いを産み出すかもしれない。既存研究には，志向性

が成果に至るまでのメカニズムの検討が不足しているのである。

そこで本稿では，以上の問題に対してアプローチすべく，①研究開発者の志

向性はどのような次元から構成されているか，②志向性と成果がどのような関

係にあるのかを，実証的・探索的に明らかにしていきたい。

志向性については，従来の研究（例えば Aryee and Leong (1991) や Gerpott

Gerpott, Domsch and Keller (1988)）に多く見られるキャリアや長期的な目標の

志向性についてではなく，研究開発活動に直接かかわるような質問項目，例え

ば「これまで明らかにされてこなかった課題や問題を解決することを重視す

る」や「消費者の効用向上につながるような研究・開発が重要だと思う」など

を中心に探索した（詳細は表１に掲載）。キャリアや目標の志向性は研究開発

者の行動や成果に影響を及ぼすと考えられるものの，日々の研究開発活動によ

り直接的に影響を及ぼすのは，長期的・抽象的な志向性よりも短期的・具体的

な志向性であると考えられるからである。
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３． リサーチデザイン

（１） 調査概要

筆者らは，電機・電子・情報通信産業大手 A 社の中央研究所に所属する研

究開発者を対象に質問票調査を実施した。一般的な研究所と同様，A 社には

グループやプロジェクトといった単位が存在したが，基礎研究に重点をおいた

研究所ということもあり，研究テーマや年度ごとの目標，研究の進め方は，研

究開発者個人が自律的に決定していた。そのため，個人を分析単位とする本稿

に適した調査環境であった。調査は，２０１３年６月から７月にかけて実施され，

この期間中に回答が可能であった１７０名を対象に質問票が配布された。有効回

答数は７０であり，有効回答率は４１．２％であった。

志向性に関して確立された尺度は存在しないため，質問票の作成にあたって

は，既存研究に加え，A 社の研究開発者に対するインタビューを実施するこ

とで，質問項目を完成させた。A 社の研究開発者３名に対して，合計５回１２

時間のインタビューを実施し，研究活動を行う上で重視していることや短期的

・長期的目標，研究活動における満足の源泉などを尋ねた。予備調査による修

正を経たあと，最終的に合計８０項目からなる質問票を完成させた。質問票に

は，志向性と探索活動に関する質問項目に加え，研究開発者の属性や経歴，研

究の特性などの質問項目も含まれている。

なお，本稿が一民間企業の基礎研究従事者を分析対象とするのは，２つの理

由による。第一の理由は，そこでは研究開発活動が個人で遂行されることが多

いからである。もちろん上司や同僚による助言や忠告は存在するものの，研究

開発者の志向性と成果の関係性を探索する際に集団レベルの諸変数の影響が小

さいことは，本稿の問題設定に適している。第二の理由は，研究開発マネジメ

ント研究を概覧したところ，基礎研究従事者に関する研究がほとんど蓄積され

ていないからである。基礎研究「所」という組織のマネジメントや，あるいは

大学や公的研究機関に所属する基礎研究従事者に関する研究は存在するものの，

民間企業の研究機関に所属する基礎研究従事者の研究は手薄である。この間隙

を埋めることは，学術的にも実践的にも有意義であろう。
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（２） 分析方法

分析は，以下の手続きで行った。まず，研究開発者のもつ志向性の次元を明

らかにするために，主因子法による因子分析を行った。志向性に関する質問項

目は全て６点尺度である。抽出された各因子について，因子負荷量が高い項目

を選択し，それらを平均したものを研究開発者のそれぞれの志向性の得点とし

た。

次に，それぞれの志向性の高低によって成果にどのような違いがみられるの

かを明らかにするために，平均値の差の検定を行った。各志向性の得点が平均

以上の研究開発者のグループと平均未満のグループとにわけ，グループ間の成

果の平均値に有意な差がみられるか否かを検討した。

基礎研究所で求められる成果は多種多様である。論文数などの学術的成果，

実用化などの経済的成果の他に，研究の革新性が求められることもあれば，従

来研究との連続性が求められることもある。本稿では，これらの多様な成果指

標をできるだけ多く採用した。具体的には，国内・海外学会発表数，国内・海

外学術論文数，表彰数，社内実用化数，研究の革新性，研究の連続性，を調査

した。基礎研究所で開発された技術は直接に実用化されることはほとんどなく，

社内の技術やシステムに実用化されることが多い。そのため，実用化ではなく

社内実用化について調査した。

成果指標は全て，２０１０年４月から２０１３年３月までの間の成果を対象とした。

学会発表数，学術論文数，国内特許は客観尺度であり，社内実用化の程度，研

究の革新性，研究の延長性は主観尺度である３）。

４． 分析結果

志向性に関する項目について，主因子法プロマックス回転による因子分析を

行った。各因子に対する因子負荷量が低い項目や複数の因子に付加した項目を

除外し，残った１２項目について，再度，主因子法・プロマックス回転による

因子分析を行った。分析結果は表１の通りである。結果，３つの因子が抽出さ

３） 社内実用化は「標準規格や社内システムなどに実際に利用された」（３点尺度），研究の革

新性は「あなたの成果は，これまでに世の中にない画期的なものであった」（６点尺度），研

究の延長性は「あなたの成果は，それ以前から研究所で行われてきた研究の延長にあるもの

である」（６点尺度）という項目を用いている。
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れた。

第一因子は，「未解決の課題への取り組み」「理論の構築」「科学的真理の探

究」「成果の新規性」を重視し，「知識や見識の拡大」「新しい理論の構築」「技

術的困難を乗り越える」ことに喜びを感じるというものである。科学的真理の

追究や未解決課題への取り組みに価値をおき，研究過程における困難の解決や

知識の拡大を重視することから，この因子を「知識拡大・真理追究志向」（α

＝０．８３）と定義した。

第二因子は，「研究所内の評価」や「事業部からの評価」に喜びを感じると

いうものである。所属する企業内での評価を重視することから，この因子を「企

業評価志向」（α＝０．７９）と定義した。

第三因子は，「消費者の効用の向上」，「社会に影響を与えること」「実際の製

品・サービスへの応用」を重視するものである。技術を具体的な形へと変えた

り，ユーザーや社会への影響を重視したりすることから，この因子を「社会改

善志向」（α＝０．６６）と定義した。以上のように，研究開発者の志向性は，主

に３つの次元から構成されることが明らかになった。

以降では，それぞれの志向性の因子負荷量が０．５以上の各項目の平均得点を

研究開発者ごとに算出し，それを分析に用いた。例えば，「知識拡大・真理追

究志向」の得点は因子負荷量の高い７項目を平均している。サンプル全体の

「知識拡大・真理追究志向」の平均得点は４．３５，標準偏差は０．７６，「企業評価

表１ 研究開発者の志向性に関する因子分析の結果

項 目
因 子

第一因子 第二因子 第三因子

これまで明らかにされてこなかった課題や問題を解決することを重視する
研究・開発を通じて新たな理論を構築することが重要だ
研究・開発を通じて，自分の知識や見識が広がることが嬉しい
研究・開発を通じて科学的な真理を探究したい
これまで存在しなかった新しい理論や技術を生み出すことに喜びを感じる
研究・開発成果の新規性が，研究を推進する上で重要だ
研究・開発活動における技術的困難を乗り越えることに喜びを感じる
事業部の人々に高く評価されることに喜びを感じる
研究所内の人々に高く評価されることに喜びを感じる
消費者の効用向上につながるような研究・開発が重要だと思う
研究・開発成果により社会を良い方向に変えることが重要だと思う
自身の研究成果が，実際の製品やサービスに利用されることが重要だ

０．７７
０．７６
０．７４
０．７０
０．６５
０．５５
０．５２
‐０．０３
０．１６
０．０３
０．３３
‐０．１７

０．０４
０．０１
０．１０
‐０．０８
０．０４
‐０．０７
０．３５
０．９４
０．７２
０．１２
‐０．３２
０．１４

０．１９
‐０．２６
０．０７
‐０．３０
０．２３
０．０１
０．０１
０．０５
‐０．０７
０．８２
０．６８
０．５４

因子間相関
Ⅰ
Ⅱ

Ⅰ Ⅱ
‐０．１１

Ⅲ
‐０．１７
０．３９

注：因子負荷量が０．５以上の項目を同一因子としている（太字の数値）。
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志向」の平均得点は４．１４，標準偏差は０．９７，「社会改善志向」の平均得点は

４．８８，標準偏差は０．６７であった。

表２は，上で作成したスコアを用い，それぞれの得点が平均以上のグループ

と平均以下のグループとを比較した結果である。「知識拡大・真理追究志向」

では，表彰数と革新性に統計的な有意な差異がみられた（p＜．０１）。一方で，

学会発表数や学術論文数，特許数には有意な差異は認められなかった。「企業

評価志向」に関しては，得点が高いグループと低いグループの間で社内実用化

の程度（p＜．０１）と海外学会論文（p＜．１０）で有意な差異がみられた。海外学

会論文は，企業評価志向が高いほど少なくなるという結果がみられた。最後に，

「社会改善志向」は，研究の延長性のみに有意な差異が認められた (p<.05)。社

会改善志向が高い研究開発者は，従来の延長線上にある研究を行わない傾向に

あった。

５． ディスカッション

（１） 専門家，企業人，社会人

因子分析からは，「知識拡大・真理追究」「企業評価」「社会改善」の３つの

志向性の次元が抽出された。この結果は，基礎研究所の研究開発者は，真理の

追究や研究プロセスを通した知識の拡大，周囲からの評価，技術が社会に与え

表２ 志向性の高低と成果の平均値

第一因子
知識拡大・真理追究志向

第二因子
企業評価志向

第三因子
社会改善志向

高 低 ｔ値 高 低 ｔ値 高 低 ｔ値

国内学会 ３．８１ ５．０６ ‐１．０９ ３．７１ ４．８８ ‐１．００ ４．２３ ４．６４ ‐０．３６

国内論文 ０．８７ ０．６９ ０．４８ ０．８７ ０．７３ ０．３７ ０．８６ ０．６８ ０．４７

海外学会 ０．３７ ０．２２ ０．９３ ０．１３ ０．４３ ‐１．９９＊ ０．３８ ０．１８ １．３７

海外論文 ２．７１ ２．８７ ‐０．１７ ２．８７ ２．７２ ０．１６ ３．１０ ２．３２ ０．８３

表 彰 数 ０．９７ ０．２８ ３．０２＊＊＊ ０．７３ ０．６０ ０．５２ ０．７１ ０．５７ ０．５５

特 許 数 ２．８４ ２．５６ ０．７１ ２．４３ ２．９３ ‐０．６４ ２．７１ ２．７１ ０．００

社内実用 １．８６ １．７５ ０．５３ ２．１７ １．５５ ３．０８＊＊＊ １．７８ １．８６ ‐０．３５

革 新 性 ３．５０ ２．８４ ２．９７＊＊＊ ３．２０ ３．２０ ０．００ ３．２９ ３．０７ ０．９０

延 長 性 ２．８２ ３．０３ ‐０．６５ ３．２０ ２．７０ １．５１ ２．６４ ３．３２ ‐２．０６＊＊

注：＊＊＊ p．＜．０１，＊＊ p．＜．０５，＊ p．＜．１０
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る影響をいろいろな形で重視／軽視／無視ながら，研究開発活動を行っている

ことを示している。「いろいろな形」とは，いずれかの志向性だけが強いもの

もいれば，バランス良く高いものや全てが低いものもいるというように，志向

性の程度に多様な違いが見られるという意味である。

「知識拡大・真理追究志向」は，「専門家志向」「コスモポリタン志向」と重

なる部分もあるが，後者が専門家集団からの評価を重視する（太田，1993；三

崎，2004）のに対して，前者は知識の拡大や真理追究のプロセス自体に重点を

おくという違いがある。アカデミアに近い立場にある基礎研究の研究開発者は，

具体的な成果を出して専門家から承認されることよりも，真理探究や自らの見

識の拡大に価値をおいて活動を進めていることをこの結果は示している。

「企業評価志向」は，企業内からの評価を重視するという点で，既存研究の

「企業志向」「ローカル志向」に対応するものである。既存研究よりも具体的に

研究開発活動に直結した質問項目を用いながらも，結果として類似の志向性が

抽出されたことは，既存研究と本研究の一貫性を支持することになるだろう。

一方で，これらに加え，「社会改善志向」の次元が存在することは注目すべ

きである。ユーザーや社会への影響を重視する志向性はこれまでにも指摘され

ることはあるものの，売上や利益に貢献するという点で，企業志向のひとつと

して含められることが多かった。しかしながら，今回の因子分析の結果からは

独立の次元として抽出された。企業が研究開発の結果として社会を改善すると

きには，同時に，企業にも利益をもたらすだろう。それゆえ，企業評価志向と

社会改善志向は経済的には似たような結果を求めていることになるのかもしれ

ないが，個人の行動や成果には違いが生じることが確認された。

「社会改善志向」が確認されたという結果は，研究開発者は，専門家集団に

属し，かつまた企業に属すると同時に，広い意味での社会にもまた属している

ということの現れかもしれない。自らの研究成果が社会に受け入れられる様子

を観察しやすい「企業に努める研究開発者」であるからこの志向性が観察され

るのか，それとも自らの研究成果が社会に受け入れられる様子を観察しにくい

「大学や公的研究機関の研究者」にも観察できるのか，さらなる探索は実り多

い知見をもたらすかもしれない。

（２） 志向性と成果

志向性のスコアの高いグループと低いグループの比較から，志向性と成果指
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標の間にいくつかの関係性があることが確認できた。「知識拡大・真理追究志

向」が高いグループは，「研究の革新性」「表彰数」が有意に高かった。知識を

深めたり，真理を追究したりする過程で得られた知見が，これまでにない新し

い発見につながっていることが推察される。一方で，論文数や学会発表数には

有意な差異がみられなかった。いくつかの既存研究（例えば三崎 (2004) など）

では，コスモポリタン志向（≒知識拡大・真理追究志向）が強いグループは論

文数などの学術的な成果が高いことを示しているが，それとは異なる結果であ

る。専門家からの成果を認められることよりも，プロセス自体を重視する基礎

研究所の研究開発者の特性が関係していると考えられる。

「企業評価志向」の高低で成果に違いがみられたのは「社内実用化の程度」

である。これは，社内実用化が直接企業の業務やプロセスに貢献するもので，

もっとも目に見えやすい形で企業の期待に応えるものだからだと考えられる。

一方で，企業評価志向が強いグループは「海外発表数」が有意に低かった。研

究グループやプロジェクトのミッションの違いがある程度結果に影響を与える

と考えられるが，ローカルな評価を相対的に重視することが海外での発表数を

少なくさせているという可能性が考えられる。

「社会改善志向」のスコアが高いグループと低いグループとでは，唯一「研

究の連続性」に差異がみられた。「社会改善志向」が高いほど，従来の研究と

は連続性のある研究成果を出さない傾向が見られたのである。この理由はいく

つか考えられる。ひとつは，社会やユーザーが求める技術は，技術のトレンド

でカバーされる範囲を超えて広がっているため，研究開発者が連続性を断絶し

て新しい課題に取り組んでいるということが考えられる。あるいは，「死の谷」

(Auerswald and Branscomb, 2003) の問題が背後にあり，実際に社会で使われる

技術をつくろうとしても，基礎研究所で開発される技術がそのまま生かせない

ことを示しているのかもしれない。

（３） インプリケーションと今後の課題

分析からは，研究開発者のもつ志向性に３つの次元があり，それぞれの高低

が成果に異なる影響を与えることが明らかになった。この知見から，いくつか

の示唆が導き出される。理論的には，研究開発マネジメント研究において，個

人の志向性に注目することの重要性が指摘できる。既存研究では，開発成果を

説明する要因として，組織レベルやグループレベルの変数が注目されてきたも
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のの，個人レベルの変数には焦点があてられてこなかった。本稿の結果は，こ

れまでほとんど対象とされてこなかった個人の志向性に注目することが重要で

あることを示している。また，各志向性の得点の高低により研究の革新性など

研究成果が変わるという結果は，個人の志向性が研究開発マネジメントのミク

ロレベルとマクロレベルの議論の橋渡しをする上で重要な視点となることを示

唆している。

実践的にもいくつかのインプリケーションが導き出せる。ひとつは，志向性

を考慮した研究開発者の採用や配置である。例えば，革新的な技術や知識を産

み出すことを目的とするプロジェクトでは，「知識拡大・真理追究志向」が強

い人材を採用・配置することが重要だと言えるだろう。基礎研究所が多様な役

割を果たし，様々な種類の成果が求められることを考えると，むしろ志向性の

異なる研究開発者を同一のグループやプロジェクトに配置したり，志向性の異

なるもの同士を共同研究に従事させたりすることが重要だといえるかもしれな

い。ひとりの研究者に，真理の探究から社内実用化まで様々な成果を求めるこ

とは困難である。多様な志向性をもった研究開発者をグルーピングし，それぞ

れが得意とする成果の項目に注力すれば，困難もいくらか緩和されるだろう。

こうした貢献の一方で，本稿にはいくつかの課題がある。第一に，単一企業

を対象に調査を行っているため，対象企業特有の条件が分析結果に影響を与え

ている可能性があるという点である。対象企業独自の制度や風土，評価制度な

どが分析結果に影響を与えている可能性は否定できず，一般性を高めるために

は対象範囲を広げて調査を行う必要がある。第二に，志向性によって成果の違

いがなぜ生まれるのかを十分に明らかにできなかったことである。志向性によ

る成果の違いがいくつかみられたものの，この成果の違いが生まれた理由は推

察に頼るしかなかった。また，そもそも志向性の違いが何によって生まれるの

かも重要な問題であるが，それも明らかにすることはできていない。これらの

点については，今後の調査から明らかにしたいと考えている。
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